自動販売機設置事業者募集要項

　１　設置施設（行政財産使用許可申請対象施設）　　　
	施設名称
	施設所在地
	台数
	従業員数

	丹波市役所
本庁第２庁舎
	丹波市氷上町常楽211
	１台
	72名


　　　※設置予定箇所は別紙参照

　２　類似施設実績（令和６年度）
	施設名称
	施設所在地
	台数
	従業員数
	販売本数

	旧氷上健康福祉センター
	丹波市氷上町常楽209-1
	１台
	100名
	約2,200本



　３　使用期間
　　行政財産の使用許可日から令和９年３月31日まで
なお、使用許可の更新を受けようとするときは、使用を許可された期間の満了２か月前までに、書面をもって市長に申請すること。

４　使用料
　　　次の（１）及び（２）を合計した額を、四半期毎に発行する納入通知書により、納期限までに設置期間分の使用料を全額納付すること。

（１）販売実績に使用料率①（限度額100分の15)を乗じて得た額
　　　　次の要件を満たした場合は、算出後の使用料率からそれぞれ１％を減ずる。
ア．以下のいずれかの要件を満たしたとき
・障害者対応ユニバーサルデザインのものを設置したとき
・車イス対応デザインのものを設置したとき
・災害発生時に自動販売機の飲料を無償で提供することを前提とし、災害発生時には電気が供給されない状況であっても使用できるものを設置したとき
イ．ICOCA電子マネー決済が可能なものを設置したとき
※要件ア及びイをいずれも満たしたときは２％の減となるが、アの各項目は複数満たしたとしても１％の減となる。

（２）｛（施設の当月の電気料金）／（施設の当月の使用電力量）｝②×（自動販売機の当月の使用電力量）
　　※①は、補正率等により算出後の率に置き換える。
※②は、25.8円を限度とする。

５　許可の条件
（１）当該施設を第三者に使用させ、又は使用目的以外に使用しないこと。
（２）使用中の自動販売機の維持管理については、利用者に支障を及ぼさないようにすること。なお、維持管理に必要な費用はすべて使用者の負担とする。
（３）設置する自動販売機に併設して空容器の回収箱を設置すること。空容器の回収箱は、容器の種類ごとに分別可能なものとし、満杯にならないように適切に回収すること。
（４）設置する自動販売機は、消費電力の低減等の技術を導入したものや、二酸化炭素等を冷媒としたノンフロン対応機をはじめ、閉庁時はセンサーやタイマーの設置による自動点灯・消灯などの環境対策機能を備えたものとなるよう努めること。
（５）市長が公用、公共用、公益事業その他の用に供するため必要がある場合は、許可を取り消すことがある。その際、使用者の費用にて販売機の移転、除去及び使用場所の原状復旧を行うこととし、その結果損失が生じてもその補償は請求しないこと。
（６）販売実績額を別紙様式１にて各月の実績を記入し、毎四半期経過後、10日以内に施設管理者に報告すること。
（７）機種変更をするときは事前に施設管理者に報告し、その許可を受けること。
（８）期日までに使用料を納入しない場合は、使用許可を取り消すことがある。なお、この場合において、自動販売機の撤去に要する費用、その他一切の経費は使用者の負担とする。
（９）光熱水費は、自動販売機に電気子メーター設置することを原則とし、その検針に基づき納入する。なお、子メーターを設置できない場合は施設管理者が示す額を納入すること。
（10）納期限までに使用料を完納しない場合は、丹波市税外徴収金の延滞金の徴収に関する条例（平成16年条例第57号）に定めるところにより算定した金額を支払わなければならない。
（11）市長は、経済情勢の変動、地方自治法（昭和22年法律第67号）、丹波市財務規則等の改廃その他の事情の変更に基づいて特に必要があると認める場合には、使用料を改訂することができる。
（12）自動販売機を設置するに当たっては、庁舎の躯体に負担がかからない方法で耐震対策（転倒防止策）を施すなど、安全に設置すること。
　　　なお、設置に当たり必要となる工事等に要する一切の費用は、使用者が負担する。
（13）衛生管理、感染症対策等については、関係法令等を遵守するとともに徹底を図ること。
（14）設置する自動販売機に、緊急連絡先を明示し、自動販売機の故障、問合せ及び苦情等について対応できるようにすること。

６　応募資格要件
　　　次の要件を満たす法人又は個人に限り応募することができる。なお、設置事業者として決定した後に応募資格要件を満たしていないことが判明した場合は、設置事業者として設置許可を取り消す。
　 （１）次のアからカまでのすべてを満たす者であること。
　　　ア　地方自治法施行令第167条の４に該当しない者であること
　　　イ　国税及び地方税の滞納がない者であること
　　　ウ　法令等の規定により販売について許認可等を要する場合は、許認可等の免許を有している者であること（該当の場合のみ）
　　　エ　公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又はその団体に属する者でないこと
　　　オ　成年被後見人、被保佐人及び破産者のいずれにも該当しない者であること
　　　カ　役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。また、暴力団またな暴力団員が実質的に関与していないこと

７　応募方法
　　行政財産使用許可申請による。
　（１）申請受付期間
　　　・令和８年9月14日（月）～10月15日（木）　午後4時30分まで　　　　　　
　（２）提出書類
　　　・行政財産使用許可申請書
　　　・設置予定自動販売機のカタログ
　（３）提出先・問い合わせ先
　　　・丹波市　福祉部　社会福祉課　社会福祉係
丹波市氷上町常楽211番地　丹波市役所　本庁第２庁舎　１階　
　℡：0795-88-5276
　　　　
　８　設置事業者の決定
　　　許可対象事業者が複数ある場合にはFAXくじにより決定する。
　（１）日程
・令和８年10月23日（金）
　（２）FAX提出期限
　　　・令和８年10月22日（木）午後4時30分
　（３）FAX送信先
　　　・丹波市福祉部社会福祉課　0795-88-5282
　（３）FAXくじの内容
　　　・申請書提出順に抽選番号を０から付番する。
　　　・許可対象事業者から提出された０～999までの任意のくじ番号を合計し、その合計額を許可対象事業者の数で除算し、余りを算出する。
・算出した「余り」と、付番した「抽選番号」が一致する事業者に決定する。
　（４）その他
　　　　　令和８年10月15日午後4時30分時点で複数の許可対象事業者があった場合、個別にFAXにて実施内容を通知する。
